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序
梅子「渋沢さん、大学院の博士後期課程の入学おめでとうございます」
渋沢「ありがとう。どうにか入試にも受かって博士後期課程に進めたよ」
梅子「実は、渋沢さんをカフェに呼び出したのは、教えてほしいことがあってなんですよ」
渋沢「梅子さんには困ったもんだ。経済学で何かわからないことがあると僕を呼び出すんだから。うすうすはわかっていたよ」
梅子「ありがとうございます。渋沢さんのその言葉を待っていたのです」
渋沢「今日は何を知りたいんだい？」
梅子「最近の経済の落ち込みはリーマンショック以来とか聞くんですけれど、そもそもリーマンショックのような過去のことがわかりません。そのような言葉で形容されても、我々の世代には何のことかわからないんです」
渋沢「そうだね。今の経済ばかりがわかっても、どのような経緯で今の経済にたどり着いたのかが重要だよね。今日は、21世紀に入ってからの日本経済について話をしてあげよう。2012年からのアベノミクスについては別の機会に話を譲るとして、21世紀にはいって誕生した小泉純一郎内閣や民主党政権の話をするよ」
梅子「ありがとうございます。ではよろしくお願いします」

第1編　1990年代
１．バブル経済
１）バブル経済の発生
梅子「私の生まれる前の話になってしまいますが、バブル経済について教えてください。お金が渦巻いて、みんな楽しそうだったようなので知りたいんです」
渋沢「そういわれると、ぼくだって生まれる前のことだからその雰囲気はわからないんだ。勉強して知っていることでいいかい」
梅子「よろしくお願いします」
渋沢「1987年に発生した好況はバブル経済または平成景気と呼ばれた。今話したような経済の雰囲気は横に置いておくとして、バブル経済が生じた理由をあげてみよう。いくつかあるよ」
梅子「では、主な理由を教えてください」
渋沢「第1に、それ以前に行った企業のスリム化があげられる。1985年9月、ニューヨークのプラザホテルの先進5ケ国蔵相（ぞうしょう）中央銀行総裁会議が開かれたんだ。そこで行き過ぎたドル高を是正することが決まった。いわゆるプラザ合意だ。当時、日本もその合意に従って円高の政策をとっていたが、その結果1986年に円高不況になってしまった。このとき、企業は、人員整理などの合理化を行ったんだ。余分な資本や労働力の整理は、企業の非効率な部分、つまりぜい肉をとったんだ」
梅子「人に例えたんですね。だからスリム化なんですね。企業はそのスリム化によって行動がとりやすくなったんですね」
渋沢「その通りだね。第2の原因は、円高不況の対策として取られた、政府の緊急対策支出と金融緩和だった。政府は公共事業拡大を含む多額の緊急対策支出を決定した。当時の日本経済構造は、いまあげた企業のスリム化も手伝い、公共事業効果の波及の大きい構造だった。そこでは、ケインズ政策的財政支出が効を奏したんだ」
梅子「やはりケインズ政策が成功する時代だったんですね」
渋沢「公共事業の拡大と同時に1987年2月に今で言うところの、日銀の金利である公定歩合（こうていぶあい）を2.50％に引き下げ、市中（しちゅう）銀行の金利を低下させた。設備投資を促進させるための金融緩和政策も成功したね。民間の住宅投資が好調だったことに加え、企業の設備投資も増加した。これらが景気への十分な刺激となったんだ」
梅子「バブル景気発生の原因、まだあるんですか」
渋沢「バブルの背景の第3は輸出が堅調だったことだ。プラザ合意後の急速な円高のため輸出が急激に落ち込むかと思われたが、輸出は意外にも堅調（けんちょう）で、景気の足を大きく引っ張ることはなかった。むしろ経常収支は大幅な黒字だったんだ。日本製品への安定した外需（がいじゅ）がその背景にあったといえるね」
梅子「昔、日本製品は大人気だったですね」
渋沢「これらの第1の企業のスリム化、第2の財政出動と金融緩和、第3の輸出の好調さの各要素がうまく作用して、好景気がもたらされた。この好況をバブル景気というんだ」
梅子「バブル景気発生にはそれに至る理由があったんですね」
渋沢「この景気は1987年より1991年まで続く長い好況期だった。実質経済成長率は年率5％前後となり、高度成長期以来の大きな成長となったんだ」
梅子「経済成長率が年率5％なんて、今じゃとても考えられないですよね。バブル景気になってよかったことってあるんですか」
渋沢「一番は多くの人の収入が増えたことじゃないかな。それに社交のための会社経費も増えたんじゃないかな。バブル景気による効用はいくつかあるけれど、その中でももっとも大きなことは1970年代後半から累積されていた財政赤字の問題が税の自然増収（ぞうしゅう）によって解決されたことだろうね。なんたって財政赤字問題が解決されたのだから」

2）バブルと呼ばれる理由
梅子「そもそも平成に起こったこの好景気がなぜバブル経済と呼ばれたんですか？　確かバブルって、泡（あわ）のことですよね。なぜ、泡って表現されたんですか？」
渋沢「泡は中身のないふくれ方をするよね。それと同じ状態が経済でも起こったってことを形容したんだよ。土地の価格である地価と、株の価格である株価等が、それらに対する実際の需要の大きさ以上に値上がりしてしまったんだ」
梅子「価格が需要からかけはなれてしまっていたんですね。でも実際の需要とかけ離れてしまうなんて起こりえるんですか？」
渋沢「都会のマンションを例にすると、3LDKの標準的な部屋でさえ数億円の価値がついてしまったんだ。実際に買って住もうとしていた人は3000万円から4000万円なら買うところだけど、数億円の値段にして転売しようとしていた人たちが買っては売り、買っては売りを続けて値を上げてしまったんだよ」
梅子「住居としての需要ではなく、金儲けの投機としての需要の対象になってしまったんですね。だんだんわかってきました」
渋沢「株価のほうも膨れ上がったんだ。株価は主要日経平均株価（しゅようにっけいへいきんかぶか）が40000円をうかがうところまでいってしまったんだ」
梅子「株価のほうも根拠なく、投機だけで値上がりしたんですか？」
渋沢「いやいや、株価のほうはそうじゃないんだ。企業なり、個人なりそれなりの根拠に基づいて投機を行っていた」
梅子「どういうことですか？」
渋沢「では、地価と株価について説明しよう。まず土地についてみてみようか。1970年代前半にも地価は上昇したけれど、バブルのときの地価の上昇は、1970年代と様相が大きく異なる。1970年代前半当時は、日本全国がすべて開発されるという列島改造ブームによって全国いっせいに地価が高騰したんだ」
梅子「開発されたら地価は上がりますよね。それを先取りして買ったわけですね。でも、バブルの時は違ったんですか？」
渋沢「バブルの時は、まず東京の土地の価格から値上がりがはじまったんだ。1970年代後半以降低成長といえども安定的に経済は伸びていた。自動車などの輸出が好調だったおかげでね。ビジネスも好調なことから、東京都内のオフィスへの需要は大きかった」
梅子「つまり、会社の本社や支社などの需要が大きかったんですね」
渋沢「だけれど、今みたいに高層ビルは建てられてはいなかった。地震に対しての技術が今みたいにしっかりしたものではなかったからだよ。限られたスペースしかない東京都内では新たなオフィスの建設は難しかった。そこで地上げ（ぢあげ）が実行された」
梅子「地上げって何ですか？」
渋沢「地上げというは、住民たちが住んでいる、たてこんだ古い家をまとめて平地にして、ビル建設用地をつくり出すことだ」
梅子「へ～、地上げってそういう意味だったんですね」
渋沢「この地上げが東京のいたる所で行われ、ビル建設のラッシュとなった。その結果として、都内の地価が大幅に上昇したんだ」
梅子「住民は追い出されてしまったんですか」
渋沢「悪評の高い地上げではあるけれど、住民は全く何も渡されずに家を明け渡すのではなかったんだ。立ち退き料を含めた売却代金を手にしていた。立ち退いた住民は新たに家を建設しなければならないだろ。彼らは豊富な資金で郊外に家を建てることになった」
梅子「お金があれば、家を建てたりマンションが買えたりしますものね」
渋沢「首都近隣では、ただでさえ住宅建設が好調なところへ、都内からの人の流れが加わった。都内の地価の高騰が郊外へ飛び火した形だね。この東京近郊での地価の値上がりが関西、名古屋といった三大都市圏に波及し、その後全国に広がっていったんだ」
梅子「土地の値段が上がると、金儲けをしようとする人が出そうな気がします」
渋沢「そのプロセスで、建築のための土地への需要だけでなく、梅子さんの言うように、土地への投機の需要も加わった」
梅子「地価があがったんですね」
渋沢「そう、地価はうなぎ昇りで、実際の需要から全く離れ、東京のマンション1室でさえ数億円という高値になってしまった。この背景には、土地への投機の安心感があった。地価は戦後、上がることがあっても下がることは一度もなかったんだ」
梅子「知っています。「土地神話（とちしんわ）」ですね」
渋沢「よく知っているね。当時は土地神話が信じられており、これを疑う人はいなかった。この土地神話ゆえに、土地への投機は安全とされ、いくら地価が上昇しても次から次に投機が繰り返されたんだ」
梅子「同時に株も上がってんですよね。その株価の上昇には根拠があるって言っていましたけど、どういうことなんですか？」
渋沢「上昇したのは、ちゃんと根拠があるよ。株価は企業の業績に応じた企業の評価だけれど、年ごとの業績だけでは、小さな企業ほど業績が不安定で、評価が安定的にはつけられない。つまり、株価の決定要因はその時々の業績だけではだめだよね。企業の規模すなわち資産の大きさによる評価の面もあるんだ。企業のもっている資産が大きければ、企業は安定しているわけで株価も安定するし、資産が小さければ、株価も不安定となる。このように、株価は企業の資産の大きさにも依存する」
梅子「それはわかりました」
渋沢「ところで、この資産というものの中は固定資産も含まれる。その中には不動産が含まれる。バブル経済によって、その不動産が高騰した。土地神話という裏付けもある。それを資産としてもつ企業の株価も当然上昇することになる。したがって、株価の上昇は投機のみによるわけではなく、企業の持っている資産の価値の上昇という裏付けをもつものだったんだ」

3）バブル経済の崩壊
梅子「バブル経済は地価の高騰を招いて、家やマンションは庶民にとって、もはや簡単には購入できないものとなってしまったんですよね。不動産の価格は土地の実際の需要から全くかけ離れて高騰してしまった。どう考えたって、異常な事態じゃないですか」
渋沢「その異常な事態の中で不動産を投機の対象として買うには当然資金が必要だね。資金があるから高い不動産でも買えてしまうんだ。でも、その数億、数十億円という資金を、企業や個人が持っていたかというとそうではない。その資金は、「ノンバンクというお金の貸付会社」を含めた金融機関から借り入れていたんだ」
梅子「金融機関による貸付けがバブルをあおったって、よく批判されますよね。そういう理由だったんですね」
渋沢「そうだね。単純に考えれば、金融機関から投機企業への資金の流れさえ止まれば、投機が不可能になるわけで、いわゆるバブル経済が終わるはずなんだ」
梅子「お金がなくなれば、不動産を買えなくなりますものね」
渋沢「そう。そして、それが実際に実現したからこそ、バブルは崩壊した」
梅子「具体的には何が起こったんですか」
渋沢「第一に日銀の金融引き締め策があるね。バブル経済のふくれあがり抑制のために、当時の公定歩合、今で言う金利を次第に引き上げたんだ。1990年8月には5.25％から6％へと引き上げた。ただ、当時の経済界は、インフレ抑制のための引き上げにすぎず、景気に影響はないだろうという楽観的な見方をしたんだ。しかし、実際にはこれがバブル退治につながり、日本のバブル経済のしぼむ一つの理由となった。もっと細かく見れば、1989年5月から1年3カ月の間に5回の利上げが実施され、2.5%だった公定歩合は6%台まで引き上げられたんだ。マネーサプライもその増加率は、1990年には11.7%、1991年には3.6%、1992年には0.6%となって下がっている。今の時代から見れば、あり得ない数字でしょう。これでは投機マネーは減少するね。」
梅子「つまり、この金利引き上げで、金融機関から投機企業への資金の流れがスムーズにはいかなくなったということですね」
渋沢「バブルを破綻させた第二の理由に、金融機関の不祥事の発覚があげられる。いわゆる金融スキャンダルだ」
梅子「スキャンダルはそのころにもあったんですね。でも、このスキャンダルは経済界を賑わすおおきなものだったんですね」
渋沢「バブル期の金融機関は、貸し付けることだけを目標とし、担保の確認を怠っていたんだ。例えば、銀行が担保なしに顔見知りの企業へ貸し出したり、架空の預金保証書を発行して顧客が他の銀行から借り入れられるようにしてあげたりと、今ではとても考えられないような行為が行われていた。証券会社も、株の損失を保証することを前提に企業に株取引をもちかけていたんだよ」
梅子「金融機関がそんなことをしたんですか。酷いですね。金融機関は信用が大事なのに」
渋沢「そのような金融界の違法行為は次第に明るみに出てきた。この一連の事件が金融スキャンダルと呼ばれているんだ。各金融機関でスキャンダルが発覚し、金融機関には自粛が求められ、金融機関から投機を目的とする企業への資金の流れが止まることになった」
梅子「なるほど。金融機関から、投機を目的とする企業への資金がストップしてしまえば、地価・株価の高水準での取引は不可能ですものね。バブル経済もそこで終わりを迎えざるをえないですね」
渋沢「バブル経済が終わりを告げたのは、当時の景気動向指数で示すと、1991年4月の景気の「山」のとき。まさに、その時、バブル景気は終わったんだよ」


２．バブル後の日本－バブル崩壊後
１）不良債権
梅子「そのあと、不良債権が問題になったんですよね？」
渋沢「そう、よく知っていたね。バブル期に銀行は企業にたくさんの資金を貸し出した。しかし、バブル後に企業が倒産したり、経営不振に陥ってしまって、貸したお金が思うように回収できなかった。このように、貸したお金を返してもらえなかったり、担保が売れなくて、換金できなかったりという債権を不良債権と呼んだんだ」
梅子「それが不良債権だったんですね」
渋沢「当初、政府や銀行、企業は「これからも土地が値上がりするだろう」と楽観的に考えていたから、逆にどんどん地価が下がって、債権の価値が下がってしまい、より一層深刻な問題となってしまったんだ」
梅子「土地神話が崩れたんですね。具体的にはどのようなことが起こったのですか？」
渋沢「例えば、銀行がある企業に５億円貸していたとしよう。その担保として土地があったとしよう。しかし、時とともに、担保の価値が下がる。かと言って、今、無理矢理に回収すると会社がつぶれる。価値の下がった３億円分の担保しか回収できないのであれば、もうちょっと待とうって考えるよね。でも、そうしているうちに担保の価値がもっと下がり、いざ会社が倒産して担保を処分しようとしても２億円にしかならなかった。そうすると、３億円分損をしたことになるよね。この３億円こそが、回収できなかった不良債権なんだ。時間が過ぎるとともに日本全体の不良債権はどんどん大きくなった」
梅子「回収できる金額のはずだったのに、その金額が回収できなかったんですね。当時、反社会的な人が担保の不動産の一角に住み込んでしまって、全体が売却できなかったという話も聞いたことがあります」
渋沢「一言で不良債権といっても様々なケースがあったんだ。それが不良債権の実態をより一層見えなくしてしまった。本来、債権は金融機関にとって権利のはずなのに、金融機関の重荷になってしまったんだ」

2） 日本版ビッグバン
渋沢「日本でも金融の改革として1996年11月に当時の橋本内閣が金融制度の日本版ビッグバン構想を発表した」
梅子「えっ、ビッグバンって宇宙の始まりの大爆発を指すんですよね」
渋沢「そう。それから転じて金融制度の抜本的改革を意味したんだ」
梅子「そこから宇宙が始まったのだからいい意味といえばいい意味ですね」
渋沢「そう考える見方もあるかもしれないね。では、金融制度の抜本的改革の流れをたどろう。ビッグバンの第１期の1996年には、阪和（はんわ）銀行に大蔵省、今の財務省、が戦後初の業務停止命令をだし、阪和銀行が破綻したんだ。97年には、三洋証券が会社更生法を申請して、北海道拓殖（たくしょく）銀行は経営破綻、山一証券も自主廃業決定があった。当時、北海道拓殖銀行や山一証券がまさか潰れるなんて、誰も思わなかったそうだよ。ビッグバンの第２期の1998年には、金融監督庁、今で言う金融庁、が発足した。この時期には日本長期信用銀行と日本債券信用銀行が破綻した。ビッグバンの第３期として、1998年に本格的に公的資金の金融機関への注入が決定し、1999年に実際に公的資金が7兆6500億円注入された。1999年には東邦生命破綻した」
梅子「そんな次から次に言われても、聞いたことのない金融機関ばかりだし、その破綻が何を意味したのか分かりませんよ」
渋沢「あとでゆっくり説明するから、とりあえず流れだけ話しておくよ。経営破綻だけでなく、これをきっかけに大きな金融グループも誕生した。第一勧業銀行、富士銀行、日本興業銀行が統合を発表し、みずほグループとなった。住友銀行、さくら銀行が合併し、のちの三井住友銀行となった。三井海上、日本火災、興亜火災も統合を発表した。2000年は、三和銀行、東海銀行が統合を発表し、ＵＦＪ銀行となった。そして、2000年には金融庁が発足した」
梅子「ちょっと知っている名前が出てきました」
渋沢「かつて、政府のお金をコントロールするのはその財布を握っている旧大蔵省だった。同時に、金融機関などを政府で管理・指導する、つまり、民間のお金をコントロールするのも旧大蔵省だったんだ。国のお金も民間のお金もその運用に対してコントロールの元が同じ組織だったんだ。しかし、これでは旧大蔵省の権限が強くなりすぎてしまい、政策が偏りがちになってしまった。旧大蔵省が失敗したら官も民も全て失敗するという危険があるため、金融行政の一部が1998年に金融監督庁として独立し、2000年にはそれを衣替えする形で金融庁が発足したんだ」
梅子「何故、財務省とは別に金融庁があるのか、理由が分かりました」
渋沢「では、金融ビッグバンの流れに戻ろう。この流れは大きく三つに区分けすることができた。先ず第１期は、1996年、97年の金融機関の経営破綻（はたん）期。この第１期の特徴は、破綻した金融機関の多くが１つの組織として今や存在しなくなってしまったことだ。この時期でいう破綻は「消え去る」ことを意味した」
梅子「つぶれてなくなっちゃったわけですね」
渋沢「いま話したように、第2期は1998年だ。ここでも日本長期信用銀行、日本債券信用銀行と破綻しているけれど、このときの破綻は、なくなってしまうという破綻ではなく、その後も組織として残っている破綻だった。日本長期信用銀行は新生銀行となり、日本債券信用銀行はソフトバンク連合の経営下で、あおば銀行となった」
梅子「政府が助けてあげるようにし始めたからですね。第3期は1999年に公的資金を注入されてから金融機関の統合、合併が相次いだときですよね？」
渋沢「そう。次から次に、先を争うかのように大手金融機関が統合、合併を発表したときが、まさしく金融ビッグバンの第3期なんだ」

3） 第１期　銀行破綻の容認
渋沢「今話した三期をよりわかりやすくするために、ひとつひとつ説明し、日本の金融改革の特徴を見ていくことにしよう」
梅子「気になっていたんですけれど、どうして最初の「阪和銀行の破綻」が大きな問題だったんですか。地方銀行が一つ潰れただけで、なんでそんな大騒ぎしたのか理解できません」
渋沢「なぜ、一地方銀行だった阪和銀行の破綻がそんなに重大かというと、それは、それ以前には銀行の倒産はなく、これが銀行の戦後初の倒産だったからなんだ」
梅子「へえ～。それまで銀行が倒産することってなかったんですね」
渋沢「それまで日本の金融業界は、旧大蔵省をリーダーとしてお互いに助け合う護送船団（ごそうせんだん）方式であるといわれていた。護送船団の形で守られているから、弱い銀行、危ない銀行も絶対沈没することがない、つまり、つぶれることがなかった。日本の銀行は生死を賭けた競争にさらされることがなかったんだ。たとえ銀行が経営危機に陥っても、他の銀行に吸収合併される形でその銀行は倒産をまぬがれてきた」
梅子「それで銀行は倒産しないで済んだんですね。だから父の学生時代、銀行の就職人気が高かったんですね」
渋沢「銀行と公務員は一生安泰とみられていたから人気が高かったね。ところが、バブル崩壊後はどの金融機関も他の金融機関を救えるほどの体力がなくなってきてしまったんだ。まして当時銀行は数も多かったので、国もすべての銀行を救うことができなくなってしまった」
梅子「金融機関って、お客さんがいっせいに解約するような取り付け騒ぎでも起こらない限り、つぶれるようなことはないように思えますけどね」
渋沢「阪和銀行の破綻以来、そうではなくなってしまった。銀行もつぶれる可能性があるって分かってしまったんだ。銀行といってもいつも手元に十分なお金を置いてあるわけでなく必要に応じて他の金融機関からお金を借りて当面の資金を調達していたんだ」
梅子「政府が金融機関をつぶさない方針ならば、銀行は安心してお互いにお金を貸し合うことができますものね」
渋沢「しかし、政府が金融機関の破綻を容認したからね。たやすく貸し借りができなくなってしまったんだ。相手の金融機関が倒産してしまえば金融機関同士で貸したお金が戻ってこない可能性がある」
梅子「お金を貸した先がつぶれれば、お金が戻ってこないですものね」
渋沢「阪和銀行破綻の事実は、政府が「銀行はつぶさない」ことを保証しないことを意味した。そうなると、相手が銀行、その他金融機関といっても貸す方は心配になってしまうね。当時どこの金融機関も不良債権を隠していて、互いに疑心暗鬼のような状態となっていた。そして、「あぶない」というレッテルが貼られた金融機関には他の金融機関がお金を回さなくなり、金融機関が次々に破綻したんだ」
梅子「それで、三洋証券、山一証券、北海道拓殖銀行などは、お金が調達できず、資金不足で破綻したんですね」
渋沢「それが96年の一連の金融機関の破綻の特徴だったんだ」
梅子「阪和銀行の破綻というのはそういう意味があったんですね。政府が銀行の破綻を容認したから、金融機関同士でお金を融通しあえなくなってしまった。この事実一つが多くの金融機関に影響を与えたんですね」

４）第2期　銀行の国有化
梅子「第2期について解説してください」
渋沢「金融機関の破綻が続いた結果、次は「どこどこの銀行が危ない」と噂されるようになってしまった。淘汰すべきといっても、次から次に破綻していったのでは困る。そこで、立て直すことが可能な銀行は一時国有化し、負債を処理してから引き取り手を探すということになった。それが第2期の特徴なんだ」
梅子「金融機関をつぶさなくしたんですね」
渋沢「金融再生法と呼ばれる法律が1998年に成立した。日本長期信用銀行、日本債権信用銀行などにこの法律が適用された。両方とも長期の貸し付け、預け入れを専門としてきた銀行だけれど、規制緩和などで普通銀行も長期業務に参入できるようになり、他の銀行とのすみ分けが難しくなってしまっていたんだ。そのためバブルのときも本来の業務よりも不動産投機関連筋にお金を回してしまった。それが災いして、バブル崩壊後、大量の不良債権を抱えることになってしまったんだ。1998年時点では、その不良債権を処理した上で、自力で回復できることは、とうてい望めない状態だった。市場の評価である株価も百円を大きく割り込み、市場からの退出を迫られていたんだ」
梅子「そこで政府が助けてあげたんですね」
渋沢「そう、この両行は一時国有化によって政府の手によって助けられた。日本長期信用銀行は新生銀行として外資のリップルウッド社グループに引き取られ、日本債権信用銀行はあおぞら銀行としてソフトバンクグループに引き取られたんだ」

５）第3期　貸し渋りと信用収縮
渋沢「では、第3期の話。金融機関の破綻や一時国有化が相次いだ結果、日本の金融機関や企業の信用が低下したんだ。、仕事がない人にお金は貸す気持ちになれないが、しっかりした仕事を持っている人にならばお金を貸しても安心だと思うだろ。それと同じで、金融機関や企業の信用が落ちるということは、海外で資金を調達しようとしても、高い金利をふっかけられたり、貸してくれなかったりする。その結果、資金不足に陥ってしまうんだ」
梅子「信用って、経済学でよく聞く言葉ですよね。そういう意味だったんですね。信用と資金調達は連動しているんですね」
渋沢「日本全体の信用が低下し、日本の評価はガタ落ち、日本の金融機関は海外でお金を集めることが難しくなってしまった。金融機関に信用がなくなるということは日本経済の信用がなくなると言うことでもあるから、日本の株価も下落してしまったんだ」
梅子「株価が下落したら大変ですよね」
渋沢「株価が下がることで問題なのは、銀行が自己資本比率の基準をクリアできなくなることなんだ。自己資本比率とは、リスクのある資産に対する自己資本の比率で計算される。
1980年代には国際基準として「国際業務を行うためには８％以上」「国内業務を行うためには４％以上」というルールが決まった。これを国際決済銀行基準、略してBIS基準といったんだ」
梅子「自己資本比率？　もう少しわかりやすく説明してください」
渋沢「銀行が保有している株価が下がることは、自己資本比率の分子にあたる「自己資本」が減ってしまうことなんだ。BIS基準である8％、4％をクリアするためには、分母の「総資産」も一緒に減らさなければならない。この「総資産」の中には民間企業などへの貸付が含まれている。そこでこのBIS基準を達成するために各銀行とも、貸付金を回収したんだ。そして、貸し出しを少なくした。これがいわゆる貸し渋り現象なんだよ」
梅子「貸し渋りで企業にお金が回らなくなっちゃったんですね。ということは、市中（しちゅう）のお金の動きも滞ってしまったんですね」
渋沢「そのとおりだね。これを解決するには、政府が分子を増やす手助けをせざる得なかった。優先株という株を銀行が発行し、それを政府が公的資金で購入することにより銀行が資金を手に入れられるようにしたんだ。また、公的資金で政府が中小企業の保証人になったりもした。自己資本比率が基準を上回ったこと、政府の債務保証がついたことで、難しかった貸し渋りの問題が解決したんだ」
梅子「でも、それって、本当の回復じゃないですよね？」
渋沢「そうなんだよ。海外で活動するにも自己資本比率の基準8％をクリアしなければならなくなった。しかし、この日本の基準を形の上でクリアしただけでは世界では認められなかった。その時、既に世界の金融市場はグローバル化していて、そこで国際的に通用する業務ができる銀行は、世界全体で最終的にわずか15行程度といわれていた。その中で日本が割り当てられたのはせいぜい3～4行だった」
梅子「その3～4行に残らなければたいへんですね。都銀ってプライドが高かったって聞いています」
渋沢「そうだね。これまで日本を代表してきた都銀といえども、国際業務ができないと国内の一地方銀行と同じ地位になってしまう。そこで各銀行とも、先を争うかのように、統合、合併を発表したんだ。無節操にとりあえず誰かをさがして一緒になろう、大きくなろうとしてね」
梅子「なるほど、分かったわ。その結果、みずほ、三菱UFJ、三井住友、りそななどのグループが誕生したんですね」
渋沢「その通り」

３．ゼロ金利政策
１）ゼロ金利政策
渋沢「いまじゃ、FRBが事実上のゼロ金利政策に踏み切ったりと、ゼロ金利と聞いても驚かないけれど、ゼロ金利政策が最初にとられたときは衝撃的だったんだ。ちょうど、ぼくや梅子さんたちがマイナス金利って言葉を聞くのと同じくらいだったと思う」
梅子「初めてゼロ金利政策がとられたのって、いつ頃だったんですか」
渋沢「1999年に初めてのゼロ金利政策がとられたんだ。経済が、デフレスパイラルという状況に陥って、日本経済はどうしても過去にない刺激的な政策を必要としていた。金利を下げるにしてもちょっと下げたくらいでは効果が限られていたからだ。インパクトが必要だった」
梅子「それがゼロ金利政策だったんですね」
渋沢「日銀は、銀行同士がお金を貸し借りする市場である短期コール市場に大量のお金を供給し、無担保コール翌日物（よくじつもの）金利と呼ばれる金利を実質的にゼロ％に導いたんだ。つまりお金が豊富に供給されたため、それを借りるのにレンタル料である金利を支払う必要がなくなってしまった」
梅子「効果はあったんですか？」
渋沢「このゼロ金利政策、日本の景気をほんの少しよくした程度に過ぎなかったんだ。でも、ゼロ金利政策の持つ裏の意味が重要だったんだよ」
梅子「裏の意味？ですか」
渋沢「第一の裏の意味、つまり一つ目の問題は、ゼロ金利政策の下では、文字通り金利がゼロで、預金者が銀行に貯金しても利息はないに等しい状態になってしまったことなんだ」
梅子「銀行は代償なしでお金を調達できて、企業に金利をつけて貸し出すことができたんですよね。銀行は大儲けじゃないんですか？」
渋沢「銀行に加えて、銀行からお金を借りる側の企業も低金利でお金を借りることができた。企業にとって非常に有利になったんだ」
梅子「それじゃいいことづくしじゃないですか」
渋沢「まあゼロ金利で、利鞘（りざや）の悪化効果もあるけどさ。次に預金する消費者の立場に立ってみてほしい。消費者は金利がなくなってしまってほとんど利息を得ることができないのに、銀行も企業も大いに得をした。つまり消費者の犠牲の上に銀行、企業は業績を回復させたということだ。一見ゼロ金利政策は日本経済を救うための政策と銘打たれたけれど、実際は消費者から企業へお金を回したということだったんだ」
梅子「そんな実体があったんですね。教科書からは読み取れませんよね」
渋沢「ゼロ金利政策のもう一つの問題は、金融政策の大元の日銀からその力を奪ってしまったことなんだ。本来ならば、日銀は、マネーサプライを調整して金利をコントロールしたり、直接的に金利をコントロールする役割を持っているんだ。その結果として日本経済に大きな影響力を持つことができるよね。しかし、金利がゼロでは、金利をそれ以上下げられないので日銀は経済をコントロールできなくなってしまったんだ。当時、今のようなマイナス金利は考えられなかったから、数字の上でゼロより下がない状態にまで至ってしまったということだね。不況下で金利を簡単に上げるわけにもいかず、日銀は武器を持たない、丸腰状態になってしまったんだ。当時は今のように日銀が株式を購入して、株式市場を通して経済をコントロールするという技もなかったし。」
梅子「みんなが一番期待している日銀に力がなくなっちゃったら困りますね」
渋沢「このゼロ金利政策のように、金利は下げさえすればよいというものではないことがわかった。一時的には経済は回復するけれど、一方の企業の所得が増えても、他方の消費者の所得が減るというように、限られたパイを食い合う形だったんだ。だから、景気の回復も長続きしなかったんだ」

2） ゼロ金利政策の解除と再実施
梅子「そのときのゼロ金利政策はいつ終わったんですか？」
渋沢「2000年8月に一度日銀はゼロ金利政策を解除したんだ。景気が回復する兆しを統計指標が示し始めたことから、金利を0.25％に上昇するように誘導した」
梅子「今、「一度解除」って言いましたよね」
渋沢「そう、いったん解除したんだ。ただ、このゼロ金利政策の解除に政府は大反対した。ゼロ金利の時、銀行がお金を調達しやすいので企業への貸し出しがスムーズに行っていたからね。公共事業、減税などの財政政策と、このゼロ金利政策を続けていけば景気が良くなっていくと政府は主張したんだ。せっかく景気が良くなってきたのに、循環しているお金の流れを断ち切ることはないという主張だったんだ」
梅子「でも、渋沢さんは、さっきゼロ金利政策は消費者の所得を企業に移しているだけとおっしゃっていましたよね。だとしたら、ゼロ金利政策の解除は消費者には良いことだったんですよね」
渋沢「そうだね。しかし、2001年3月になってデフレ状態に経済が陥ったことから日銀は再びゼロ金利を実行したんだ。前回の短期の市場に資金を供給するという方法ではなく、この時は、長期の国債を買い上げる買いオペなどの複数の資金供給の方法をとって、結果的に市場金利をゼロ％にもっていこうというものだった」
梅子「またゼロ金利を行わざるを得なかったんですね」
渋沢「この景気の悪化は、以前から行われていた公共事業の波及効果の息切れが原因であって、ゼロ金利解除が原因とはいえない。なにしろ0.25％に引き上げただけで、ほとんど変わらないからね。それまでの好況を振り返ると、高度成長期もバブル期も、所得が伸びると同時に、消費者の資産も増えた。90年代のアメリカの好景気時も、株価の上昇などで消費者の資産が増えた。このように、資産が増えて初めて本格的な消費が起こり、経済が本格的に回復する。これは資産効果と呼ばれ、「買う力」を強めるにあたっては不可欠なものなんだ。けれども、ゼロ金利政策は消費者の預金金利も低めてしまうので、消費者の資産を増やせなかった。ゼロ金利政策では、一時的に景気は回復しても、資産効果が働かず、経済を本格的には回復させられなかったんだ」
梅子「消費者と銀行の関係で、ペイオフって言葉をよく聞くんですが、どういう意味なんですか？」
渋沢「ペイオフ解禁のことだね。かつては預けている銀行が破綻しても預金はすべて戻ってきていたけれど、当時の金融改革後はそうはいかなくなったんだ。そこで預金がそのまま消えてしまうことを防ぐために、ペイオフ制度が設けられた。預けている金融機関が倒産したとき、一千万円までは保証されるというものだ。例えば、二千万円預金してある銀行がつぶれても預金は一千万円まで預金者にもどる。言い換えれば、これは一千万円しか戻らないので、預金者は残りの一千万円を諦めなければならない。2002年度から本格的に始まった制度だね」
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第2編　21世紀の経済　

１．小泉改革
１）小泉内閣の登場
渋沢「では、まずは小泉内閣の経済政策の話からしよう。21世紀になって初めて誕生した政権は小泉純一郎内閣だった。小泉内閣は、森喜朗（よしろう）内閣に変わって2001年4月に誕生。当初の支持率はすごかった。小泉首相は歯切れがいいから、国民が彼の言っていることを理解しやすかったんだろうね。支持率80％以上と驚異的な数字だったんだ」
梅子「国民の期待が大きい中での船出だったんですね」
渋沢「この時までの経済の状況といったらひどいものだったんだ。バブル崩壊後で失われた10年と呼ばれていた」
梅子「その言葉聞いたことがあります」
渋沢「日本は1990年にバブル経済が崩壊し、その時の銀行をはじめとした金融機関の不良債権の処理がうまくいかず、10年もかかってしまった。世界経済がインターネット景気で盛り上がっていたのは確かだったけれど、アメリカのIT景気も過熱しすぎてしまって、そのバブルもちょうど同じ頃に破裂してしまったんだ。そのような海外、国内の災難の中で誕生したのが小泉内閣だった」
梅子「じゃあ、何をやっても経済を立て直すのは難しそうですね」
渋沢「そうだね、誰もが思いつき実行できるような経済政策では簡単には景気回復ができなかっただろうね。小泉内閣は、経済政策のコンセプトを180度変え、経済の本来持つ力を活用しての経済再生を目指したんだ。企業間の競争を促し、市場（しじょう）の力で経済をよくしようと考えたんだ。まさしく小さな政府の考え方だね」
梅子「知っています。それ以前は大きな政府の考え方で経済政策がなされてんですよね」
渋沢「だけれど、船出は厳しかった。例えば、小泉首相が「国債の発行を30兆円以下に抑える」といっている傍らで、同じ自民党の政策担当の責任者の麻生政調会長が、30兆円以下に抑えることに慎重な姿勢を示したりした。小泉首相が言うような、国債の発行を抑えるというのは、国が経済に介入しない小さな政府の考え方。それに対して、麻生政調会長が言うような、国債の発行を抑制しないというのは、政府が経済に介入すべきという大きな政府の考え方。小泉首相がそれまでの大きな政府の考え方を転換させようとしてもなかなか容易なことではなかったんだね」
梅子「守旧派っていうんですよね。改革しようとしている人に歯向かって改革を阻止しようとしている人たちのことを」
渋沢「旧来型の自民党政権だと、その政権が新たに改革しようとしても考え方が一新されにくかったんだ。小泉政権が打ち出した政策にしても、国会の半分の賛成を得るためには妥協に次ぐ妥協が強いられ、改革案も骨抜きになりかねなかった」
梅子「じゃあ、どうやってその壁を破ったんですか」
渋沢「そこが小泉内閣の真骨頂だね。いま梅子さんが言ったように、従来の大きな政府の考え方を持つ人たちを守旧派と呼んで敵視したんだ。自分たちの政策に反対する抵抗勢力とし、彼らがいかにも悪い印象を持たれるようにして、改革を推し進めた。守旧派が悪いイメージになり、世論が小泉首相を支持した。従来の自民党政権ではできない改革を行った。当時の課題として挙げられた問題を説明するね」

２）「中央」から「地方」へ
渋沢「小泉内閣の誕生前、都道府県や市町村などの自治体のやるべき役割を中央の政府、つまり国が担（にな）ってしまっているケースが多かったんだ。権限が中央の政府に集中してしまい、地方ならではの行政サービスができなくなってしまっていた」
梅子「なるほど。地域ごとに住民のニーズは違うはずですものね。お年寄りが多い地域、若者が多い地域、子育て中の人が多い地域、山間部、海辺など、それぞれ特性が違いますものね」
渋沢「地域ごとによって住民が求めるニーズも違うのは当然だね。それを一緒くたに中央の日本政府が方針を決める構造だったんだ。だから、住民のかゆいところに手が届かないという状態だった」
梅子「その例え、とてもよく分かります」
渋沢「小泉内閣は「地方ができることは地方に」という方針を掲げ、「三位一体（さんみいったい）の改革」と呼ばれる改革が行った」
梅子「三位一体の改革？」
[bookmark: _Hlk41378830][bookmark: _Hlk41379403]渋沢「まとめて言うと、国から地方への補助金を削減すること、税源を国から地方へ移譲すること、そして中央に従わずに済むよう、国庫補助負担金の廃止・縮減を行うこと、これらを同時に行うことだった」
梅子「具体的にはどうなったんですか？」
渋沢「第1に地方交付税という形で国から地方に補助金が渡されていたが、この改革によって2003年には地方交付税が約24兆円だったのが、2006年には約19兆円になったんだ。国から地方へ渡されるお金が減った。その分、第2の「税源を国から地方へ委譲すること」によって、国に納める所得税を減らして、地方自治体に納める個人住民税を増やし、地方政府が自由に使える幅を増やした」
梅子「国から地方自治体への補助金を減らすと同時に、国に納めていた税金を削って地方自治体に納める税金を増やしたんですね。そうすることによって、地方自治体はひも付きでない、つまり使途が決まっていないお金をたくさん手にすることができたんですね」
渋沢「そういうことだね。さて、第3に、国庫補助負担金の廃止・縮減がある。国庫補助負担金というのは、特定の事務事業の補助のために国が地方自治体に交付している給付金のことだ。国庫補助金は警察などに使われる費用、国庫負担金というのは義務教育の職員などの給与、生活保護費などだ。こうしたひも付きの補助金も削減して、地方自治体が自由に使えるようにした」
梅子「地方分権を進める改革ですね」
渋沢「そうだね、結局2004年度から2006年度にかけて4.7兆円を一般財源に変更したりなど様々な改革が行われた。その過程で約1兆円分はスリム化して節約されたそうだよ」
梅子「その3つの改革が三位一体の改革だったんですね」
渋沢「これらの改革をまとめると、中央政府が地方政府をコントロールしていた構造を変えて、地方自治体が住民のニーズに合わせた政策をやりやすくするものだった。さらに短く言うと、地方分権を促進させる政策だったんだね」

３）市町村の合併の推進－平成の大合併―
梅子「地方自治体の数は2000年には3000以上もあったのが、小泉改革を通して大きく減ったと聞いたことがあります」
渋沢「当時、地方自治体の行政の数は多すぎたと言われている。数が多いと、人件費も多くかかり、効率も悪くなる。地方での最大産業が役場だなんて揶揄されることもあったんだよ。小泉内閣は行政のスリム化にも力を注いだ。地方自治体の数を減らすことを実行したんだ」
梅子「でも、どうやって減らしたんですか？」
渋沢「具体的には地方自治体を合併させることで、数を減らし、効率化を目指したんだ。小泉内閣発足前に決められた合併特別債という債券を地方自治体が発行するに際して、市町村が合併すると有利な扱いになるようにしたんだ。そのことが地方自治体の合併を促し、小泉改革を後押しした。合併特別債とは市町村合併時に発行して得たお金を10年間活用でき、その7割は国が返済してくれるというものだったんだよ」
梅子「自治体の数についてホームページを見てみますね。あった、あった。え～と、全国の市町村の合併は2003年から2006年までがピーク。自治体数は1999年3月に3232あったが、小泉内閣終了後の2008年4月には1788にまで減ったそうです。1400以上も市町村の数が減ったんですね」
渋沢「これは小泉内閣の大きな成果といって過言ではないね。これによって、地方議員の定数削減など市町村の歳出の効率化も図られた。総務省によれば、地方議員数は、1999年に約6万人だったけれど、2018年には約3万人と大幅に減ったそうだ。こちらは、まさしく半減したと言えるね」
梅子「他にも良い結果があったんですか？」
渋沢「例えば、収入に対する支出の割合を財政指数と呼ぶんだけど、これが1以下であったら自立できる自治体、1以上だったら国がサポートする必要がある自治体とされているんだ。この平成の大合併によって、2003年から2005年の間に合併した市町村では半数以上の財政指数が上昇した。これは、今話したような地方議員の減員に加えて、様々な行政の実務や建物（たてもの）運営の効率化が図られたからなんだよ」
　
４）不良債権処理　金融再生プログラム
梅子「国と地方の関係の改革や市町村の合併の促進はわかりました。ほかにも小泉内閣の功績はあるんですか」　
渋沢「1991年にバブルが終わり、その後、金融機関は多くの不良債権を背負ったことは先ほども話したよね。不良債権は売るに売れない不動産だったね。バブルが破綻した当初は不良債権を甘く見ていた政府だったけれど、次々に金融機関が倒れ始めて、次第にその深刻さが分かり始めた。当時政府も不良債権の量すら把握できなくなっている状態だったんだ」
梅子「不良債権って、まるで経済の中でのお化けみたいですね」
渋沢「どうして？」
梅子「だって、実態がつかめなかったんでしょ」
渋沢「なるほど。確かにそうだね。本来、担保といえばプラスの債権のはずが、逆にその財産が金融機関の足を引っ張り続ける形になった。銀行は住宅ローンを貸し出すには大きな制約があって、銀行は別動隊を作って住宅ローンを貸し出していたんだ」
梅子「制約って？」
渋沢「年収がいくら以上でなければならないとか、返済額が年収の3分の1以下でなければならないとか様々な制約があって、銀行が貸し出せる額が決まっていたんだ。そこで、資本を出して、住宅専門金融会社を言うのを作って、そこを通じて消費者に住宅ローンを貸し出していたんだ」
梅子「バブルの時って、銀行は貸し出しをしたくてたまらなかったんですね。渋沢さんのお話からそんな様子がうかがえます」
渋沢「その住宅専門金融会社が、住宅ローンを貸しすぎて多くの不良債権を背負ったんだ。1990年代、これらを政府が助けるのにも相当な議論がなされ、批判も多かった。でも、とうとう6800億円を拠出してこれらの会社の不良債権を整理した。公的資金の注入と呼ばれた。政府が公的資本を注入してまで助けたのは、住宅専門金融会社の破綻で大手の銀行まで破綻してしまうと困ることが理由だったんだ」
梅子「なるほどね。あちこちに支店のある大銀行が倒産したら経済にも、ものすごい影響を及ぼすわね」
渋沢「1990年代は、このようにして間接的に銀行を助けたんだ。しかし、小泉内閣になってから、銀行が抱える不良債権処理のため強引に公的資金を銀行に注入した。いつまでたっても不良債権が減らず、日本の経済が低迷してしまっていたからね。銀行がスムーズに動いてくれないと、動くはずの経済も動かない」
梅子「すごい話ですね。無理やり注入したなんて。でも、そのとおりですよね。銀行が不良債権を抱えていると、新規の融資もスムーズにいきそうにないですもの」
渋沢「当時、それ以上不良債権を抱えたくなかった銀行は貸し渋りを行っていた。先ほど話したように、よっぽど安全な融資か、よっぽど安心できる企業にしか貸し付けを行わなくなっていたからね。銀行が貸出先を心配して貸し渋っていたらお金が回わらなくなるよね。その結果、お金の循環が生まれない構造になってしまっていた。政府が強硬手段に出たのも、このような状況にらちが明かなかったからだった。銀行への公的資金の注入を実行したのが2002年の「金融再生プログラム」。これは、2年半の間に主要銀行の不良債権比率の半減を目指すものだったんだ」
梅子「まさしく、口を無理やり開けて流し込むみたいですね。ところで、先ほど話に出ていましたが、1990年代に大手銀行の子会社である住宅専門金融会社に対して6800億円の政府の資金を投入したことで国民から大きな批判を受けたんじゃないですか。そうすると、政府の資金、つまり公的資金を民間の銀行に投入するのも、相当にやりにくかったんじゃないですか」
渋沢「そうだね。でも、このまま銀行が貸し渋りをしていて経済の血液である金融が滞ってしまうとそれこそ大変だ。どうやったって日本の経済は良くならない。そこで小泉内閣の竹中平蔵金融担当大臣は、大胆にも大手の金融機関に公的資金の注入をどんどん行った」
梅子「実際には公的資金の注入ってどのようにやったのですか？」
渋沢「銀行に優先株というものを発行させて、政府がそれを買い取ったんだ。こうして銀行に資金が注入されれば、銀行の自己資本が充実する。つまり、預かっているお金ではなく、銀行自身の財産である資本が充実したんだ」
梅子「そうすると、どのような良いことがあるんですか？」
渋沢「つまり、貸し出せるお金が増える。貸し渋りをやめて銀行が企業にお金を貸し出すようになるね」
梅子「なるほど」
渋沢「しかし、銀行にとって優先株は迷惑でもあったんだ。そのため、銀行は優先株に戦々恐々とした」
梅子「有難いことじゃないですか。なんで優先株を迷惑がったりしたんですか？」
渋沢「銀行の経営が軌道に乗らなかった場合を考えてごらん。つまり銀行の経営がうまくいかなかったときのこと。そのときは、優先株を普通株に転換して国が株主として議決権が行使できるというものだった。これは、銀行経営が上手くいかない時は国が経営に口を出せるという内容だった」
梅子「国に口を出されてしまうというのは、やはり銀行にとって嫌なことなんでしょうね」
渋沢「実際、2003年にりそな銀行がこの議決権を行使され、実質国有化はされたことがあったね。ともあれ、公的資金注入の荒療治の結果、日本全体で3年後には銀行の不良債権がほぼなくなった。ようやく不良債権にかたがつき、日本経済がずっと引きずっていた問題に一区切りがついたんだ」
梅子「じゃあ、きっぱり不良債権問題ってなくなったんですか」
渋沢「それがそうでもなかったんだ。不良債権処理について終わったのかと誰もが思ったら、実は終わっていなかったんだ」
梅子「え。どういうことですか？」
渋沢「厳格に銀行の債務の評価をし直したところ、新たに不良債権とみなされる債権が存在することが分かったんだ。そこで、再度それらを銀行に処理させるという事態になった。ただ、その努力もあり、不良債権はほとんど処理されたんだよ」
梅子「不良債権がなくなったなんてすごいことですね。小泉政権の政策ってすごかったんですね」
渋沢「まあ、そうとも言えが、単純に世界的に景気が回復してきたので不良債権の処理が自然になされたという見方もあるんだ。小泉政権のこの政策がうまくいったのか、はたまた自然になくなったのか、実はわからないところなんだよ。評価も分かれている」
梅子「でも、小泉政権で努力してたから小泉政権の成果でいいんじゃないですか？」
渋沢「そうだね。小泉内閣でのこの政策が有効であったとする見方が有力だ。しかも、その見方には理由があるんだ。のちにアメリカで金融機関の危機が起こったとき、強引に公的資金を流入させた。実は、この時の政策は、日本の手法を倣ってなされたんだ。そして、小泉政権の政策でうまくいったことをアメリカが模倣して成功した。ということは、小泉政権の政策が成功していたと言えるね。」
梅子「すごいことですね。それ以前からずっと悩まされていた不良債権がなくなったんですから」

５）規制緩和　タクシー改革
渋沢「小泉内閣のコンセプトは、市場での競争に任せれば、価格が安くなる、消費者もよい品質のものが手に入るというものだった。つまり、政府が介入しすぎず、市場（しじょう）の競争力を確保しておけば、企業は競争をし、切磋琢磨して、品質の良いものを安く提供するようになる」
梅子「それって、素晴らしい考えですよね。最近、政府が、政府がって、政府が前面に出すぎですよ。市場の力に任せて経済をよくしていくのが一番ですよね」
渋沢「まあ、それはそうなんだけれど、だからといってうまくいくとも限らないんだ」
梅子「どういうことですか？」
渋沢「例えば、2002年にタクシーの規制緩和がなされたんだ。それまでは、タクシーの料金や台数は政府が決めていた」
梅子「タクシー業界を守るためでしょうか。規制があると、どういう点が問題なんですか？」
渋沢「そもそもは、規制に守られたタクシーはサービスの質が低下していて、問題視されていたんだ。首都高速を車で走っていると、速度オーバーのタクシーがどんどん抜いていく。いずれも法定速度オーバーでね。また、タクシーの台数が少なくて、乗りたいときに乗れないなどの不便も重なった。近い距離を乗ろうとすると運転手に不快がられることもあった。当時、タクシーに乗って不快な思いした経験がある人は多かったんだろうね。不快なだけで済めばよいが、スピード違反や危険な運転は安全を脅かすことにもつながるからね」
梅子「そうですね」
渋沢「それで、料金設定や増車が自由化された。小泉政権の下で、タクシー業界に競争を導入して、サービスの向上と料金の引き下げを実現しようとして、規制緩和が図られたんだ」
梅子「一体、どんな規制だったんですか？」
渋沢「規制とは、地域のタクシー台数を制限したり、料金を政府が決めたりすること。その規制を緩和することにより、新規参入ができるようになり、タクシー会社の増車も可能になった。小泉改革の目玉政策の一つとなったんだ」
梅子「うまくいったんですか。競争が起こって、サービスがよくなったんですか？　事故が減ったんですか？」
渋沢「成功したかというと、そうとも言い切れなかったようだ。結局、タクシー業界に過当競争が起こってしまったんだ。運転手は長時間労働を余儀なくされ、しかも低賃金で過酷な労働が課されることになってしまった」
梅子「運転手さん、かわいそう」
渋沢「厚生労働省の調査によると、タクシーの運転手は他の業界よりも労働時間が1時間長いにもかかわらず、年収は他業種の60%ほどになってしまったそうだ」
梅子「それじゃあ、改善でなく改悪だったんですね」
渋沢「そのため、2013年に規制が再び設けられたんだ。小泉改革にも逆行するし、アベノミクスとも逆行しかねないけど、運転手の労働条件を守るためにはやむを得なかったんだね」
梅子「タクシーの件は残念でしたね」
渋沢「そうだね。小泉内閣の目玉政策だった分、市場（しじょう）原理の難しさが伝わるよね」

６）郵政改革
渋沢「いまや郵便、郵便貯金、簡易保険は民間の事業として周知されているよね」
梅子「ゆうちょ銀行ですよね？　わたしも口座ありますよ。ATMが多くて便利です」
渋沢「ゆうちょ銀行は、かつては郵便局の国営事業だったんだ。郵政省という省があって、その下にある、全国の郵便局が郵便の集荷、配達を行い、郵便貯金の業務を行い、簡易保険の営業や支払いなどを行っていたんだよ」
梅子「今みたいに民間事業ではなかったんですね」
渋沢「まさに小泉改革で、郵便局が行っていた3つの業務が、3つの会社に分けられたんだ」
梅子「そうだったんですね」
渋沢「小泉政権の2005年に行われた衆議院議員総選挙は郵政選挙と呼ばれた。小泉内閣の郵政民営化の提案が参議院で否決され、小泉首相が郵政民営化に的を絞って衆議院の総選挙に打って出たんだ」
梅子「結果はどうだったんですか？」
渋沢「その結果、小泉首相の自民党が大勝し、郵政の民営化が図られた。今述べた郵便事業、郵便貯金、郵便保険の3事業が民営化されることになったんだ」
梅子「でも、なぜ郵政3事業を国の経営から民間の経営に移す必要があったんだすか？」
渋沢「実は財政投融資（ざいせいとうゆうし）という制度を改革する意味もあったんだ」
梅子「ざいせいとうゆうし、ですか？」
渋沢「その財政投融資制度とは何か。当時、人々が郵便局に貯金すると、利息が付いて戻ってきた。でも、郵便局が貯金を資金として営利活動を行っている様子はなかったんだ。では、どうして郵便局が利息分を稼ぐことができたのか。実は、郵便貯金や簡保等の資金は旧大蔵省の資金運用部というところに運用委託されていたんだ」
梅子「しきんうんようぶ、ですか？」
渋沢「そう。その資金運用部から公社・公団などの特殊法人と呼ばれる組織に貸し出されて、事業資金になっていた。そして、公社・公団が借りた資金に対して利子分を付けて返していたんだ。また資金運用部が、政府金融機関を通じて民間に貸し出して、その結果として利子が付いて戻ってくる部分もあった。これら利子が付いて戻ってきたお金が郵便貯金の預金者に戻される仕組みだった」
梅子「じゃあ、何も問題はないじゃないですか。私には、素晴らしい仕組みのように感じますけれど」
渋沢「ところが問題があったんだ。この財政投融資は、政府の第二の予算、隠れ財布とも呼ばれていた」
梅子「隠れ財布なんて、いかにも怪しい言葉ですね」
渋沢「この予算は、一般会計として国会で議論されるのではなく、特別会計としてあまり議論せずに通されたんだ。つまり事実上国会のチェック機能を通さなかった。政府系の組織を通じて巨額の資金が集められ、それを貸し付ける形で各事業が行われていた」
梅子「政府がやっているなら信頼できるんじゃないんですか？」
渋沢「それがそうでもなかったんだ。いま特殊法人は利息分をつけて返済していると言ったが、果たして本当に利益があげられていたかもわからない状態だった。その不透明な点が問題視されたんだ。2001年度の時点で約32兆円が財政投融資計画だった」
梅子「そういえば、特殊法人ってお役人の経営なんですよね？　お役人と民間の経営者って求められる能力がまるで違いますからね。いくら優秀なお役人さんでも法人経営は難しいんじゃないでしょうか」
渋沢「当時、財政投融資は、郵便貯金や年金など国民の財産を、「安全かつ有利な」事業で運用することが法律で定められていた。利用される事業は、住宅建設や道路建設などの社会資本整備や、企業、個人への融資を行う政府系金融機関への貸し付けなどだった。資金運用部は、これらの事業を行う政府系の特殊法人に資金を貸し付けていた」
梅子「そういう仕組みだったんですね」
渋沢「例えば、財政投融資は住宅都市整備公団に貸し付けられ、通常民間では行えない大規模な住宅開発に振り向けられていた。多摩ニュータウンや千葉ニュータウンといった大規模な町を作り出す事業は民間では難しいからね。国が主導しなければできない規模だった。それ以外に、特殊法人として当時日本道路公団というものもあった。財政投融資はこの公団にも貸し付けられ、高速道路の建設などにあてられた。高速道路利用者は、利用時にその料金を支払い、その一部が財政投融資への返済となっていたんだ」
梅子「なるほど。多摩ニュータウンや千葉ニュータウンの計画って不思議だったんです。納得しました」
渋沢「もう一つの例として、政府系金融機関への融資がある。日本政策銀行、住宅金融公庫、中小企業金融公庫等へも融資されていたんだ。そして、それらの金融機関を通して、民間へ資金が融通される仕組みだったんだ。民間の金融機関に任せていたのでは、政府の掲げる重点整備が行えない。だから、このような政府系金融機関を通して、政府は、重要産業の育成、住宅の整備等の目的を達成することができた」
梅子「でも、話を聞く限り、良いことのように思いますけれど」
渋沢「そうかもしれない。でも、このような財政投融資は国会の十分なチェックがなされていなかったんだ。巨額の事業、巨額の貸し付けなのに国会のチェック無しに政府の裁量だけで行えたんだ」
梅子「確かに、これによって日本経済の土台は形成できた。だけれども、本質的な欠点が浮き彫りになった、といいたいんですね」
渋沢「その通り。景気が悪くなることで、この問題が浮き彫りになったんだ」
梅子「たとえば？」
渋沢「そうだね、本州から四国にわたる3つの橋があるね。当時、それを運営していた本州四国連絡橋公団は利子付きの借金が1兆6000億円にもなってしまっていた。しかも、四国三橋の利用客は当初の予定を大幅に下回って、料金収入だけでは利子分も払えない状態に陥ってしまったんだ。日本の国土を貫く背筋型の道路ではなく、本州と四国を横に結ぶ橋が三本というような肋骨型の道路であったため、建設する前から赤字化が心配されていた。それがついに現実のものとなったんだ」
梅子「そういえば、四国に行くのに3本も橋がありますものね」
渋沢「その赤字について、2001年度予算で800億円の税金が補填されることになったんだ」
梅子「あら、とうとう国のお金で補填することになったんですね」　
渋沢「まだまだ問題はあった。住宅を供給する住宅都市整備公団は、当時、住宅開発を進めていた。けれど、バブル後は民間とも競合してしまい、割高の住宅やマンションが売れなくなってしまった。さすがに長期間売れないため、在庫を民間並の価格まで引き下げた」
梅子「暴利を得ようとしていたんですか」
渋沢「そうでもないんだ。住宅都市整備公団が作る場合、周囲のインフラも充実させていたんだ。大地震が起きても道路が寸断されないようにとか、上下水道感が破れないようにとか、相当なお金をかけていたから、料金が高いのはやむを得なかったんだね。住宅の作りもしっかりしていたし。それを値引いたのだから、当然、赤字になるよね」
梅子「そうだったんですね。住宅は見えないところが勝負っていうだけに残念な気もします」
渋沢「400兆円近い財政投融資資金は、大きすぎるがゆえに、逆に安易に無駄な大規模事業を誘発する原因にもなっていた。もちろん、どの事業もそれなりの意味はあったはず。しかし、バブル以前の右肩上がりの経済のときには、赤字を生み出すことに対してあまりにも無頓着で、チェックする機能が働かなかったんだ」　
梅子「そのような非効率な公共事業の温床になっていたのが財政投融資制度だったんですね。バブル経済が破綻したあとの右肩下がりの経済の時には、その財政投融資制度に風当たりが強くなったってわけですね」
渋沢「そう、この制度のあり方が槍玉にあげられたんだ。その一番の批判点は、チェック機能が十分でないこと、つまり国民が十分に理解できていなかったことだ。今でいう、見える化がなされていなかったんだね。いつのまにか、各事業が大きな赤字を抱えることになってしまっていた。裏の借金とも言ってもよい」
梅子「そこで、これ以上裏の借金を増やさないようにするために財政投融資制度の改革が始まったんですね」
渋沢「このお金の使い方にメスを入れるには、特別会計という制度を変えること、それと、その会計に依存していた国の機関である道路公団などの特殊法人を改革することが必要だった。しかし、最も重要なのはそこに資金を提供する根源を絶つことだよね。それが郵便貯金だった。100兆円を超える資金が運用されていたので、そのお金が国会審議を通さず政府によって使われていた。小泉内閣が掲げた郵政民営化という方針にはこうした背景があったんだよ」
梅子「なるほど、だから郵便を民営化したんですね。民営化すれば、財務諸表やら会計を公表しなければならないですものね」
渋沢「その通りだね」

２．　リーマンショックと民主党政権
１）リーマン・ブラザースの破綻
梅子「2008年にアメリカの大手投資銀行のリーマン・ブラザースが破綻したって聞きました。それが世界的に大きな経済の低迷をもたらしたんですよね。でも、昔の話でよく分からないんです。教えてもらえませんか。なぜ、一つの会社が破綻しただけなのに世界の経済に影響を与えたんですか？」
渋沢「当時、リーマン・ブラザースは、アメリカで4番目に大きな規模を持つ証券会社だったんだ。その破綻は大きな混乱となり、他の金融機関の破綻も呼び起こしたんだけれど、梅子さんにはその関係が分かりにくいんだね」
梅子「そうです。世界で1番大きな証券会社が破綻したならば、まだ理解できなくもないです。でもアメリカで第4位の会社が破綻したからといって、なぜ世界の経済に関係したのでしょうか？」
渋沢「リーマン・ブラザースが破綻した大きな原因は、サブプライムローンといわれている」
梅子「サプライムローン？」
渋沢「それは低所得者を対象とした住宅ローンだった。2000年ごろ、アメリカで住宅建設ブームが起き、住宅ローン会社や銀行などの金融機関が低所得者でも借りられるような住宅ローンを推進した。最初は金利が低く、ある程度の年数がたつと金利が高くなるという内容だった。当初は金利が低いため、低所得者層の多くの人たちがこれを借入れて住宅を建設したんだ。金融機関側も、住宅が活況を呈（てい）せば住宅価格が上がることになり、低所得者層もいざとなればその住宅を売却してお金を返せるって踏んでいたんだね。」
梅子「低所得者の人たちのためにもなりますね。家を持つって重要なことだと思います。私はとても良いことだったと思います」
渋沢「まあ、そうなんだけれど、問題も起きてしまうんだよね」
梅子「どんな問題ですか？」
渋沢「一方、金融機関は、デリバティブという金融派生商品を販売していた。様々なローンなどを組み合わせて証券化して、金融商品として売り出していたんだ。先ほど話したサブプライムローンも他のローンなどと組み合わされてデリバティブとして商品化されていた。金融商品を買う人は、結局のところ、その中身が分からないまま、そのデリバティブを買う。台風のリスクまでが証券化されるくらいだし、サブプライムローンのような安定感のない債権までもが組み合わされて商品化されることも不思議ではなかったんだ」
梅子「え。台風リスクまで証券化されていたんですか。何でもありなんですね」
渋沢「そんななか、低所得者向けの住宅ローンであるサブプライムローンの懸念が当たり、いざ金利が高くなった際に返せない人たちが続出したんだ。住宅ローン借り入れの数年後の金利引き上げにより、返済額は倍近くになったらしい。その人たちは住宅を手放さざる得なくなった。そこで、みんなが住宅を手放すと価格はどうなる？」
梅子「当然、下がりますよね」
渋沢「まさしく、その通り。住宅価格や不動産価格が下落し、住宅バブルが破綻（はたん）した。その結果、サブプライムローンが破綻し始めた。住宅ローン会社は証券化してそのリスクを回避していたが、リーマン・ブラザーズは、こうしたサブプライムローンを含んだ商品を多く抱え込んでいた。そのため、2008年9月15日に米連邦破産法の適用を申請するに至ったんだよ。そもそもサブプライムローンとは通常利率ではローンを組めない収入の人に、高金利で貸し出すローンのことなんだから当たり前だよね」

２）リーマンショック
[bookmark: _Hlk43971638]梅子「住宅建設バブルが終わり、サブプライムローンが焦げ付いたんですね。それで、2008年、そのような証券化された商品を多く買っていたリーマン・ブラザーズが経営破綻したということですよね」
渋沢「もちろん、この破綻を防ぐべく、いくつかの大手金融機関はリーマン・ブラザーズの買収を検討したけれど、損失が60兆円とあまりにも巨額で、かつ中身が分かりにくかったため、うまくいかなかった」
梅子「日本みたいに政府は助けようとしなかったんですか？」
渋沢「アメリカの中央銀行にあたるFRBも、この巨額の負債の割に、あまりにも少ない担保しか持っていないリーマン・ブラザーズを見捨てたんだ」
梅子「でも、このリーマン・ブラザーズの経営破綻は金融への不信を招くことになりますよね」
渋沢「サブプライムローンが加わった商品を買わされていた投資家たちは、それを慌てて売りはじめた。その結果、今度は債券が大暴落し、金融破綻の連鎖が広がった。株価も暴落した。このことはアメリカ内部だけにとどまらず、世界中に広がった。海外の人たちや企業、政府もアメリカの金融機関でお金を運用していたからね。アメリカの経済が落ち込んだことで世界中の経済が落ち込んだ。これがリーマンショックなんだよ」
梅子「なるほど。でも、そのリーマンショックは、日本にはどのように伝わってきたんですか？」
渋沢「アメリカ経済の落ち込みは、ドル相場の下落として現れた。アメリカ経済が弱くなったからドルが急速に値を崩したんだね」
梅子「それってドル安ですよね。ドル安の裏返しは円高ですよね。確かに、円高だと、輸出が落ち込んで日本の経済は大きな影響を受けてしまいますね」
渋沢「2008年以降、日本は異常な円高に見舞われたんだ。円は70円台になってしまったんだ。円高が進めば、当然日本からアメリカへの輸出は減る。ただでさえ、不況でアメリカの需要が落ち込んでいたところに、70円台という円高も加わってしまった。輸出不振という内容で日本にもリーマンショックによる不況が波及したんだ。、ニクソン・ショック、プラザ合意、1995年の自動車摩擦、リーマン・ショックと、過去、円高に転じた時に、ゆっくり円高になったことはあまりない。今後もその場合、再度、急激な円高が起こることもあろう。今回のコロナショックで再度ってことも有りうるだろうね」

３）リーマンショックへの対処
梅子「では各国は、このリーマンショックにどう対処したんですか。リーマンショックの経済の落ち込みは激しかったのがよく分かりました。でも、それから世界の経済も回復していきましたよね。どうやって回復したのか不思議です」
渋沢「実は意外なことに、この回復時に見習われたのは日本だったんだ」
梅子「えっ、日本ですか。日本の何が手本となったんですか？」
渋沢「バブル崩壊後、不良債権を多く抱え大手金融機関が破綻したことから、日本政府は大手金融機関に公的資金を注入したって話は既にしたね」
梅子「例の優先株っていうものですよね」
渋沢「優先株として銀行に発行させた株を政府が買い取ることにより、大手金融機関は資金を注入された。それが功を奏し、不良債権が減り、日本の経済が立て直された。この成功が世界の手本となったんだ」
梅子「日本が手本なんてすごいですね」
渋沢「まずアメリカは、政府が公的資金を投入し、金融機関を支えた。不良債権化した金融資産を政府が買い取ったうえ、アメリカの大手9の銀行に公的資金を注入したんだ。しかも、金融機関を拡大解釈し、リーマンショックの影響を受けていた自動車産業も公的資金で助けた」
梅子「自動車産業って言ったらアメリカの伝統的な産業文化ですものね」
渋沢「ヨーロッパのEUも各国政府が、預金の全額保護、銀行間の資本取引に関する政府保証、不良債権の買い取りなどに加えて、銀行へ公的資金の注入を行った。多くの銀行が国有化された。こうして行ったEU の銀行への直接の資本注入額は 3114 億ユーロとなった。今話した銀行間の資本取引に関する政府保証なども加えた合計は、 なんと3 兆 7193 億ユーロであった」
梅子「EUも公的資金の注入をしたんですね」
渋沢「なお、EUの一つであるギリシャでは、2009年に旧政権から新政権に移る段階になり、財政赤字が実は旧政権が発表していた以上に深刻なことが分かったんだ。そして、ギリシャ危機という状況が生まれた。ただ、ギリシャが経営破綻してしまうとEU各国に大きな影響を及ぼすからね。EUが支援して難を逃れたという経緯もあったんだ」
梅子「そのギリシャ危機という言葉、聞いたことあります。まさかの国が破綻しそうな状況だったんですね」
渋沢「この時期に危機に陥った国はほかにもある。2010年にはアイルランドの銀行が多額の不良債権を抱えたことで、850億ユーロの金融支援プログラムが組まれた。2013年にようやくこのプログラムに頼らないで済むようになった。こうした出来事を乗り越えてEU経済は安定化してきたんだよ」
梅子「では、日本はどうだったんですか？　リーマンショック後の円高でどのような打撃を受けたんですか？」
渋沢「先ほど話したように、リーマンショックの結果、急激な円高が起こり、1ドルが70円台にまでなってしまった。他国が金利引き下げを進める中、日銀の利下げが遅れてしまったことも打撃を受けた要因の一つだね」
梅子「金利が高い国は、その通過の価格も高くなってしまいますからね。円高のまま下がらなかったんですね」
渋沢「そうだね。2008年に日銀は政策金利を0.1%に引き下げたけれど、それだけでは足りなかった。とうとう2010年には実質ゼロ金利としたんだ」
梅子「なるほど。利下げが遅れてしまったことから、大幅な利下げが必要になったんですね」
渋沢「このとき、国債などを日銀が買い上げる基金も創設された。国債を日銀が買い上げれば政府のお金は潤沢になるからね」
梅子「そうだったんですね。リーマンショックのときに、日銀が国債を買い上げる仕組みが明確化したんですね。アベノミクスの時かと思っていたら、民主党政権の時だったなんて驚きです」
渋沢「アメリカから始まる世界的な金融不況の中で、日本の景気が本格的に回復するのは難しかった。まして、輸出が減るなど、日本にとっての逆風も吹いていた。景気の回復は後の政権のアベノミクスを待たなければならなかった」

４）政権交代
渋沢「各国の経済政策の成功例を見ると、政権政党が変わったときに改革がしやすい傾向があるんだ。例えば、1980年代のイギリスでサッチャー政権が経済の構造改革に成功したのも、労働党から保守党への政権交代があった。同様に1990年代後半のブレア政権が経済政策に成功をおさめたのも、今度は逆に保守党から労働党への政権交代があったからだ」
梅子「イギリスではそうだったんですね。アメリカでもそうなんですか？」
渋沢「1990年代にアメリカのクリントン政権が経済政策に成功したのも、共和党から民主党への政権交代があった。その前の共和党の小さな政府の経済政策をやめて、インフラを整備したり、民間の設備投資を増やすような大きな政府の経済政策に変えたんだ。最低賃金の引き上げも行っていたね。これらの政策によって1998年には双子の赤字と呼ばれていた、財政赤字と貿易赤字が解消されたんだ」
梅子「どちらの国も経済構造改革の前に全面的な人の入れ替わりがあり、そのうえで政府の構造改革が、国全体の経済の構造改革に波及していったんですね。では、日本でもそうだったんですか？」
渋沢「2008年の衆議院選挙でそれまで野党であった民主党が大勝した。その結果、政権が交代し民主党中心の内閣が発足した。キャッチフレーズ（マニュフェスト）は「コンクリートから人へ」だった。公共事業重視の政策から、人を重視する政策への移行を訴えたんだ。高速道路の無料化、無駄な公共事業の中止などがうたわれたよ」
梅子「実際にその通りになったんですか？」
渋沢「「コンクリートから人へ」の象徴として、建設中の八ッ場（やんば）ダムの建設中止を図ろうとしたことがある。結局のところ建設容認の姿勢となったんだけれどね。八ッ場ダムというのは、日本一の大きさのダムだ。でも、特に都心の生活で水不足になったり、工業地帯で水不足になったりしていなかったから、今更大量の水は必要なくなっていたんだ。それに、新しい大規模工業地帯ができる計画もなかったからね」
梅子「八ッ場ダムの話、私もきいたことあります。祖父がよく民主党政権の八ッ場ダム建設の腰砕けが残念だったと話しています」
渋沢「その頃、八ッ場ダムの建設の中止こそが、「コンクリートから人へ」というキャッチフレーズの最大の転換の象徴と国民に印象付けられていたからね。でも、やはり、民主党でも公共事業は止められなかった。八ッ場ダムの建設予定地に住んでいた人たちは、賛成反対に分かれながら、ようやく他の地域に移転する決心をして移り住んだ頃だったんだ。移り住んだ地元の人たちは、八ッ場ダムを作ってほしいという気持もあったからね」
梅子「そうですよね。新しいところに移り住んだ途端に建設中止というのは酷いですものね」
渋沢「結局、八ッ場ダム建設の継続が決定された。ただ、それは同時に民主党政権に国民が絶望した瞬間でもあったんだ。この八ッ場ダムは2020年に完成の計画で進められた」
梅子「民主党政権の評判が良くなかった理由、少し分かった気がします」
渋沢「ただ、それと同時に、2019年に発生した台風による豪雨で利根川が大規模に氾濫しなかったのは、試運転中の八ッ場ダムのおかげという説もあるんだ。こういう説も聞くと、八ッ場ダム建設続行の姿勢についてはますます意見が分かれるよね」
梅子「そう言えば、民主党が大きく掲げたマニュフェストの公約の一つに高速道路の無料化がありましたよね。物流コストを引き下げたり、物流をスムーズにしたり、料金所などのインフラ費用をなくすなどの効果があるはずって聞きました」
渋沢「そうだね。高速道路の無料化については、実際に2010年度から社会実証実験が行われたんだ。特に地方を中心に一部の路線が無料化された。2011年度にはそれを拡大するはずだったんだけれど、3月に東日本大震災が起きてしまった。震災からの復興費などの調達が必要になったため、震災復興に関連する路線を中心に無料化する話になったんだ。だけれど、それも2012年3月で終了。マニュフェスト通りにはいかなかったんだ」
梅子「じゃあ、金融政策はどうだったんですか？」
渋沢「民主党政権の金融政策としては、2009年の金融円滑化法が特徴的だったね。金融機関が借り手からの相談に乗り、借り手が破綻しないように促す内容だった。努力義務なので特に罰則等はなかったけれど、この法律は成果を上げたんだ。金融機関は、返済するのが苦しいと相談した債務者に対して融資条件などを変更したりした。まさに、債務者に配慮した貸付の形態になったんだ」
梅子「金融政策は一定の効果があったんですね。それ以外にも成果のあった経済政策はあったんですか」
渋沢「そうだね。例えば、月13000円を支給する子ども手当が実施されたね。それ以外にも、公立高校は実質授業料の全額が補助され、私立高校は一部の授業料が補助された」
梅子「子どもの育成が重要視されたんですね」
渋沢「そのほか、農業では、費用よりも販売価格が低い場合に、そのマイナス分を補償する農業者戸別所得補償制度が新設されたよ」
梅子「民主党政権でも新しい政策が行われていたんですね。債務者に配慮した貸付、子どもの育成重視、それに農業者の保護、どれも素晴らしい政策ですよね」
渋沢「ただ、国民を驚かせると同時に失望させた政策があった。それは消費税率の引き上げ。民主党政権が急に方針を掲げたんだ。民主党はマニュフェストに消費税増税を書かなかったのに、それを行おうとしたんだ」
梅子「選挙で国民からOKをもらわないと難しいですよね。消費税が増税されるって知ってたら、投票しなかった人もいると思います」
渋沢「その後も消費税率の引き上げは見え隠れした。そして、ついに野田政権の時に消費税率増税について自民党と公明党が合意したんだ」
梅子「確かそのあと、野田政権の時に民主党は総選挙で大敗したんですよね」
渋沢「そうだね。ここで民主党政権から自民党政権に変わるけれど、その時の合意に従って、第2次安倍政権で実際に消費税率が引き上げられたんだ」
梅子「それで、今の消費税率10％になっているんですね」

５）総括
渋沢「振り返ってみると、2009年から2012年までの民主党政権の経済政策は順風満帆とはいかなかった。民主党が経済政策に不慣れで、官僚をうまくリードできなかったことが要因の一つともいわれている」
梅子「でも、民主党の政治家には官僚出身の人もいたんですよね。それでもうまくいかなかったんですね」
渋沢「しかし、単純に官僚をリードできなかったことだけでなく、経済環境的な不運もあったね。リーマンショック後の世界的な不況の中で日本だけが一人勝ちするのは難しい。グローバル化して垣根の低くなった世界経済の中で、金利を低めるのが遅くなったことは超円高を招いてしまった」
梅子「そうですね」
渋沢「もう一つの不運は、2011年の東日本大震災だね。震災では福島第1原発の事故もあり、首都圏が壊滅かと思われた時期もあった。史上初めて、前例のない大規模原発事故の対応に追われてしまった」
梅子「津波や液状化で大きな被害を受けた地域の復興と同時に原発事故処理を行わなければならなくなってしまったんですものね」
渋沢「こうした悪条件の中で、経済政策が功を奏することはなかった。小泉内閣以降、不良債権処理の流れは好転してきていたが、その成果も吹っ飛ぶほどに経済環境は悪化してしまった。そういう意味で、民主党政権は不運な政権だったと言えるかもしれない」
梅子「不運なのは確かですけれど、そのような悪条件で国民が困っているからこそ、政権の手腕の発揮しどころでもありますよね」
渋沢「そうだね。リーマンショックからの立ち直り、東日本大震災の復興、福島第1原発事故の処理を軌道に乗せようとしたことについては、評価されるだろうね」

＊＊

梅子「私の生まれる前から続いている日本経済の流れが分かりました」
渋沢「経済史も、断片的な知識だけじゃ役立たないからね。歴史と同じで、流れを把握しておくのが大事なんだ。それじゃあ、今日の話はここまでにしよう」
梅子「今日はありがとうございました」
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